
別表第１（第５条関係)

【事務事業の基本的事項】

課 係

会計 4款 4項 2目
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事業の目的・意図
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作成者

法定受託事務

機械購入補助

人

83

担 当 課 係 名 環境保全センター

新規／継続の区分

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

基本計画 廃棄物の適正処理とリサイクル活動の推進

ごみの減量化・再資源化

平成

施策の大綱

清掃費衛生費

補助金

安心・安全で潤いのある生活環境のまち

塵芥処理費

総合計画の
ページ

内部管理

継続

235

事 務 事 業 評 価 シ ー ト
評価対象年度 平成 19 年度
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主要施策

補　助

事 務 事 業 名 生ごみ処理容器設置事業費補助金

小玉　義隆
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【事務事業の今までの成果】

【事務事業を取巻く環境】

【一次評価】

※一次評価の判定がＢ～Ｄのときは、下記に必ず記入すること。

【二次評価】

判 定 判 定 に 至 っ た 理 由

Ａ ゴミの減量化及び再利用、資源化の推進を図るためにも、引き続き事業を継続していくこと
が必要と考える。

判 定 事 業 の 方 向 性 判 定 に 至 っ た 理 由

Ａ
Ａ 現状のまま継続（実施）

機械購入の補助の必要性は十分認められ
が、効率性については改善の余地がまだあ
ると思われるが、Ａ判定と判断した。

Ｂ 見直しの上で継続（実施）

Ｃ 大幅な見直しの上で継続（実施）

Ｄ 休止・廃止（統合を含む）を検討する事業

【具体的な今後の取組内容（改善の方向性、対象、意図、手段等について記載すること。）

生ごみ処理機の購入により生ゴミの減量化及び再利用の推進が図られている。

国・県・他自治体の動向

事業に対する市民の意見
（事業に対する期待、要望、苦情等）

資源循環社会形成に向けごみのリサイクルを推進している。

生ごみを肥料として再利用ができ重宝している。
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